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１ 任期付研究員の採用等に関する条例等の一部を改正する条例関連の新旧対照表

神奈川県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和 28 年神奈川県条例第 23 号）新旧対照表

＜第３条関係＞

新 旧 

第１条 （略） 第１条 （略） 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 手当の種類は、管理職手当、初任給調整手

当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手

当、単身赴任手当、在宅勤務等手当、特殊勤

務手当、特地勤務手当、超過勤務手当、休日

給、夜勤手当、奨励手当、期末手当、宿日直

手当、管理職員特別勤務手当

及び退職手当とする。 

２ 手当の種類は、管理職手当、初任給調整手

当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手

当、単身赴任手当、在宅勤務等手当、特殊勤

務手当、特地勤務手当、超過勤務手当、休日

給、夜勤手当、奨励手当、期末手当、宿日直

手当、管理職員特別勤務手当、特定任期付職

員業績手当及び退職手当とする。 

第３条～第５条 （略） 第３条～第５条 （略） 
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２ 神奈川県県営上水道条例（昭和29年神奈川県条例第11号）新旧対照表 

新 旧 

（布設工事監督者の資格） （布設工事監督者の資格） 

第49条の３ 水道法第12条第２項に規定する条例

で定める資格は、次のとおりとする。 

第49条の３ 水道法第12条第２項に規定する条例

で定める資格は、次のとおりとする。 

(１) 学校教育法（昭和22年法律第26号）による

大学（短期大学を除く。以下同じ。）

又は旧大学令（大正７年勅令

第388号）による大学において土木工学科又は

これに相当する課程を修めて卒業した後、３年

以上水道、工業用水道、下水道、道路又は河川

（以下この項において「水道等」という。）に

関する技術上の実務に従事した経験を有する

者（１年６か月以上水道に関する技術上の実務

に従事した経験を有する者に限る。） 

(１) 学校教育法（昭和22年法律第26号）による

大学（短期大学を除く。以下同じ。）の土木工

学科若しくはこれに相当する課程において衛

生工学若しくは水道工学に関する学科目を修

めて卒業した後、又は旧大学令（大正７年勅令

第388号）による大学において土木工学科若し

くはこれに相当する課程を修めて卒業した後、

２年以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有する者

(２) 学校教育法による大学 又は旧

大学令による大学において機械工学科若しく

は電気工学科又はこれらに相当する課程を修

めて卒業した後、４年以上水道等に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者（２年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者に限る。） 

(２) 学校教育法による大学の土木工学科又は

これに相当する課程において衛生工学及び水

道工学に関する学科目以外の学科目を修めて

卒業した後、３年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者

(３) 学校教育法による短期大学（同法による専

門職大学の前期課程を含む。）若しくは高等専

門学校又は旧専門学校令（明治36年勅令第61

号）による専門学校（次号において「短期大学

等」という。）において土木科又はこれに相当

する課程を修めて卒業した後（同法による専門

職大学の前期課程にあつては、修了した後。次

号において同じ。）、５年以上水道等に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者（２年

６か月以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者に限る。） 

(３) 学校教育法による短期大学（同法による専

門職大学の前期課程を含む。）若しくは高等専

門学校又は旧専門学校令（明治36年勅令第61

号）による専門学校

において土木科又はこれに相当

する課程を修めて卒業した後（同法による専門

職大学の前期課程にあつては、修了した後  

）、５年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者

(４) 短期大学等において機械科若しくは電気

科又はこれらに相当する課程を修めて卒業し

た後、６年以上水道等に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者（３年以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者に

限る。） 

(新規) 

(５) 学校教育法による高等学校若しくは中等

教育学校又は旧中等学校令（昭和18年勅令第36

号）による中等学校（次号において「高等学校

(４) 学校教育法による高等学校若しくは中等

教育学校又は旧中等学校令（昭和18年勅令第36

号）による中等学校
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新 旧 

等」という。）において土木科又はこれに相当

する課程を修めて卒業した後、７年以上水道等

に関する技術上の実務に従事した経験を有す

る者（３年６か月以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者に限る。） 

  において土木科又はこれに相当

する課程を修めて卒業した後、７年以上水道に

関する技術上の実務に従事した経験を有する

者

(６) 高等学校等において機械科若しくは電気

科又はこれらに相当する課程を修めて卒業し

た後、８年以上水道等に関する技術上の実務に

従事した経験を有する者（４年以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者に

限る。） 

(新規) 

(７) 10年以上水道等の工事に関する技術上の

実務に従事した経験を有する者（５年以上水道

の工事に関する技術上の実務に従事した経験

を有する者に限る。） 

(５) 10年以上水道の工事に関する技術上の実

務に従事した経験を有する者

(８) （略） (６) （略）

（水道技術管理者の資格） （水道技術管理者の資格） 

第49条の４ 水道法第19条第３項に規定する条例

で定める資格は、次のとおりとする。 

第49条の４ 水道法第19条第３項に規定する条例

で定める資格は、次のとおりとする。 

(１) 前条第１号、第３号又は第５号に規定する

学校において土木工学科若しくは土木科又は

これらに相当する課程を修めて卒業した後（学

校教育法による専門職大学の前期課程にあつ

ては、修了した後）、同条第１号に規定する学

校を卒業した者については３年以上、同条第３

号に規定する学校を卒業した者（同法による専

門職大学の前期課程にあつては、修了した者）

については５年以上、同条第５号に規定する学

校を卒業した者については７年以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(１) 前条の規定により布設工事監督者たる資

格を有する者 

(２) 前条第１号、第３号又は第５号に規定する

学校において 工学、理学、農学、

医学若しくは薬学の課程又はこれらに相当す

る課程（土木工学科及び土木科並びにこれらに

相当する課程を除く。）を修めて卒業した後（学

校教育法による専門職大学の前期課程にあつ

ては、修了した後）、同条第１号に規定する学

校を卒業した者については４年以上、同条第３

号に規定する学校を卒業した者（同法による専

門職大学の前期課程にあつては、修了した者）

については６年以上、同条第５号に規定する学

校を卒業した者については８年以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者 

(２) 前条第１号、第３号及び第４号に規定する

学校において土木工学以外の工学、理学、農学、

医学若しくは薬学に関する学科目又はこれら

に相当する学科目を修めて卒業した後（学校教

育法による専門職大学の前期課程にあつては、

修了した後）、同条第１号に規定する学校を卒

業した者については４年以上、同条第３号に規

定する学校を卒業した者（同法による専門職大

学の前期課程にあつては、修了した者）につい

ては６年以上、同条第４号に規定する学校を卒

業した者については８年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者 
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新 旧 

(３) （略） (３) （略） 

(４) 管理者が別に定めるところにより、前３号

に掲げる者と同等以上の技能を有すると認め

られる者 

(４) 管理者が別に定めるところにより、前２号

に掲げる者と同等以上の技能を有すると認め

られる者 
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